


 
 
 
 

                    「『逃げる』ための課題」 
を解決するために 

 
市町等の取組と連携し、災害から「逃げる」ための環境整備や避難

体制の整備、円滑な避難を促進するための啓発活動を推進します。 
 
（１）緊急避難体制の整備 

 
【主な事業】 
 

① 地域減災対策推進事業（防災対策部） 
【基本事業名：11101 新たな防災・減災対策の計画的な推進】 
（第２款 総務費  第８項 防災費 １防災総務費）   
当初予算額：（23）２１７，０００千円 
             → （24）３００，０００千円 

事業概要：東海・東南海・南海地震、内陸活断層による地震や、台
風等の風水害から県民の皆さんの命を守るため、市町が実施す
る避難対策、強震動対策、孤立化防止対策等の減災対策に支援
を行います。 

 
② （新）緊急避難体制整備事業（防災対策部） 
【基本事業名：11103 「協創」による地域防災力の向上】 
（第２款 総務費  第８項 防災費 １防災総務費）   
当初予算額：（23） － 千円 → （24）８，７５２千円 
事業概要：東日本大震災等で明らかとなった避難所における課題

（要援護者への対応、男女共同参画の促進等）を解決するた
め、新たな避難所運営マニュアル策定指針を作成します。ま
た、地域特性をふまえた避難を促進するため、津波到達時間、
人口密度、道路状況等を考慮した避難計画モデルを作成しま
す。 

 

（２）地域防災力向上に向けた広報活動の展開 
 

【主な事業】 
 

① （一部新）地域防災広報事業（防災対策部） 
【基本事業名：11103 「協創」による地域防災力の向上】 
（第２款 総務費  第８項 防災費 １防災総務費）   
当初予算額：（23）３６，４１１千円 

 → （24）２３，８２３千円 
事業概要：東日本大震災や紀伊半島大水害を契機とした防災意識

の高まりを実際の行動へとつなげるため、「備える・逃げる」
に重点を置いたメディアによる広報活動を実施するとともに、
新たな防災・減災対策の策定に向け、県民との対話を重視し
た双方向の防災フォーラムを開催します。 
 

 
「地震による建物被害軽減に向けた課題」 

を解決するために 
 
  木造住宅や公共施設等の耐震化を積極的に推進し、地震による建物
の被害の軽減を図ります。 

 
（１）木造住宅耐震化の推進 

 
【主な事業】 
 

①  待ったなし！耐震化プロジェクト（県土整備部） 
【基本事業名：11106 安全な建築物の確保】 
（第８款 土木費  第６項 住宅費  １住宅管理費） 
当初予算額：（23）２１１，１７５千円  

→ （24）２１８，１２５千円 
事業概要：地震による被害を軽減するため、木造住宅の耐震診 

断、耐震補強等を支援し、住まいやまちの安全性を高めます。 
 

プロジェクトの構成（実践取組と主な事業） 

 
実践取組１ 

 
実践取組２ 



（２）公共施設等の耐震化の推進 
 

【主な事業】 
 

① （一部新）学校施設の耐震化推進事業（教育委員会） 
※校舎その他建築事業、特別支援学校施設建築事業及び学校

施設法定点検事業の一部                     
【基本事業名：22303 学習環境の整備】 
【基本事業名：22402 防災対策の推進】 
（第１０款 教育費  第４項 高等学校費 ２高等学校管理費 

３学校建設費） 
（第１０款 教育費  第５項 特別支援学校費  

１特別支援学校費） 
当初予算額：（23）１，２１４，４４７千円 

              → （24）８２７，７２７千円 
事業概要：耐震性が確保されていない学校の建物の耐震化を実施

するとともに、外壁、天井材などの非構造部材の耐震対策な
ど防災対策を進めます。 

（校舎等の耐震補強 ３校実施予定） 
   （非構造部材の耐震対策 １４校実施予定） 
 

② （新）私立学校校舎等耐震化整備費補助金(環境生活部） 
【基本事業名：22105 私学教育の振興】 
（第１０款 教育費  第８項 私学振興費 １私学振興費）   
当初予算額：（23） － 千円 → （24）４８，７５２千円 
事業概要：私立学校における校舎等の耐震化事業に対して補助を

行うことにより、安心して学べる環境の整備を促進します。 
 
③  医療施設耐震化整備事業（健康福祉部医療対策局） 
【基本事業名：11105 災害医療体制の整備】 
（第３款 民生費 第４項 災害救助費 １救助費）   
当初予算額：（23）１，４８８，３０８千円 

              → （24）８０３，０３７千円 
事業概要：大規模地震等の災害時に重要な役割を果たす災害拠点病

院等の医療施設の耐震整備を行い、地震発生時における適切な
医療提供体制の維持を図ります。（３施設実施予定） 

 

 
④  (一部新）障がい者福祉サービス施設減災対策推進事業 

（健康福祉部） 
【基本事業名：14201  障がい者福祉サービスの基盤整備の推進】 
（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ５社会福祉施設費）   
当初予算額：（23）１４，８００千円 → 

（24）１７０，４３５千円 
事業概要：障がい者福祉サービスを実施する施設における利用者の

安全・安心を確保するため、施設の耐震化等を促進します。（施
設整備２か所） 

 
  

「災害対応力強化に向けた課題」 

を解決するために 
   

県の災害対応力を強化するため、東日本大震災で明らかとなった課
題や最新の知見等をふまえて、防災・減災に向けた取組の基本となる
計画の策定や大規模災害に備えた体制の整備を行います。 

 
（１）新たな防災対策の計画的な推進 

 
【主な事業】 

 
① （新）新地震対策行動計画（仮称）策定事業（防災対策部） 
【基本事業名：11101 新たな防災・減災対策の計画的な推進】 
（第２款 総務費  第８項 防災費 １防災総務費）   
当初予算額：（23）  － 千円 → (24）１７４，１０７千円 
事業概要：東日本大震災で明らかとなった課題や問題点をふまえ、

新たな防災・減災対策を計画的に推進するため、国の被害想定
をふまえた県内の地震被害想定調査を実施するとともに、三重
県新地震対策行動計画（仮称）を策定します。 

 
（２）大規模災害に対応する広域的な支援・受援体制の整備 

 
【主な事業】 

 
実践取組３ 



①  (一部新）大規模災害対応広域支援・受援体制緊急整備事業 
（防災対策部） 

【基本事業名：11102 災害対応力の充実強化】 
（第２款 総務費  第８項 防災費 １防災総務費） 
当初予算額：（23）２３３，００１千円 

               → （24）１８，１６４千円 
事業概要：大規模災害発生時の広域的な支援・受援体制の整備を

行うため、広域防災拠点及び緊急消防援助隊活動支援拠点の
あり方を検討するとともに、防災ヘリコプター運航基地の現
況評価調査を実施します。 

 
（３）災害対応力強化に向けた体制の整備 
 

【主な事業】 
  
  ①  （新）道路啓開対策事業（県土整備部） 

【基本事業名：11102 災害対応力の充実・強化】 
  （第８款 土木費 第２項 道路橋りょう費  

２道路橋りょう維持費） 
   当初予算額：（23）－ 千円 → （24） ３８０，０００千円 
   事業概要：大規模地震・津波が発生した際に孤立が懸念される 

熊野灘沿岸地域において、道路啓開（緊急車両等が通れるよ
うに、がれきなどを処理し、段差を修正するなど、救援ルー
トとして最優先で確保すること）を迅速に展開できる態勢の
整備を進めます。 

 
② （新）地域を支える警察活動強化事業（警察本部） 
【基本事業名：11102 防災対応力の充実・強化】 
（第９款 警察費  第２項 警察活動費  ２刑事警察費）   
当初予算額：（23） － 千円 → （24）２，５２６千円 
事業概要：地域住民の安全安心のよりどころとして重要な防災 

拠点として、交番・駐在所の機能強化を進めます。（50か 
所実施） 

 
 
③  （一部新）災害医療体制強化推進事業（一部） 

（健康福祉部医療対策局） 

【基本事業名：11105 災害医療体制の整備】 
（第３款 民生費  第４項 災害救助費  １救助費）   
当初予算額：（23）５０，２５９千円 

               → （24）７４，４８８千円 
事業概要：大規模災害発生時等の医療提供体制の充実強化を図るた

め、災害時に適切に対応できる医療従事者の育成、災害時に
医療活動の拠点となる災害拠点病院等の取組支援、地域の関
係機関が連携した災害医療体制の構築等に取り組みます。 

 
④   緊急輸送道路整備事業（県土整備部） 
【基本事業名：11107 緊急輸送ルートの整備】 
（第８款 土木費 第２項 道路橋りょう費 

              ３ 道路橋りょう新設改良費）など 
当初予算額：（23）２，８２５，０４６千円  

→ （24）３，１２３，７９９千円 
事業概要：災害時に、緊急輸送道路に指定されている県管理 

道路において、人員や物資などの交通（輸送）が確保される
よう整備を進めます。 

 
 

「自らの命を自ら守るための課題」 
を解決するために 

 
  災害時の適切な避難行動の実現や防災・減災に向けた活動の活性化
を図るため、防災教育を推進するとともに、地域における取組の核と
なる人材を育成し、防災意識の高い地域づくりを支援します。 
 

（１）学校における防災教育・防災対策の推進 
 
【主な事業】 
 

①  （新）学校防災推進事業（教育委員会） 
【基本事業名：22401 防災教育の推進】 
（第１０款 教育費  第１項 教育総務費 ２事務局費）   
当初予算額：（23） － 千円 → （24）１４，２３３千円 

 
実践取組４ 



事業概要：大規模地震等の自然災害に備え、学校における平常の 
防災教育・防災対策の充実を図るとともに、災害時に児童生
徒の安全確保のための迅速かつ的確な対応が可能となるよう、
学校防災のリーダーとなる教職員を養成します。           

また、学校における防災タウンウォッチングや防災マップ
づくりなどの体験型防災学習の支援、防災ノート等を活用し
た学習により、防災教育の充実を図るとともに、保護者、地
域住民等との合同の避難訓練や防災学習の支援により、学
校・家庭・地域の連携を促進します。 

 
②  （新）学校防災機能強化事業(教育委員会) 
【基本事業名：22401 防災教育の推進】 
（第１０款 教育費  第１項 教育総務費 ２事務局費）   
当初予算額：（23） － 千円 →（24）４４５，０４９千円 
事業概要：大規模災害発生時に、児童生徒の安全を確保し被害 

を軽減するため、市町が実施する小中学校の非常用発電機や
投光器等の防災機器の整備等を支援するとともに、県立学校
において、全校に防災用毛布等の備蓄、孤立想定地区に所在
する学校に水・食料の備蓄や衛星携帯電話の整備等を行い、
学校の防災機能を強化します。 

 
（２）地域防災力向上のための人材育成 
 

【主な事業】 
 

① （一部新）防災関連人材緊急育成事業（防災対策部） 
【基本事業名：11103 「協創」による地域防災力の向上】 
（第２款 総務費  第８項 防災費 １防災総務費）   
当初予算額：（23）  － 千円 → （24）２４，８６７千円 
事業概要：災害に強い地域づくりを進めるため、新たに女性や次

世代を担う子供たちを対象とした防災人材の育成に緊急に
取り組むとともに、地域防災力の核となる自主防災組織リー
ダーやみえ防災コーディネーターの活動を支援します。 

 
 
 

「自然災害に備える基盤施設の整備 

に向けた課題」を解決するために 
 
 激化する異常気象や迫りくる地震・津波に備え、特に緊急性が高く、 
早期に効果を発現できる施設の整備や住民の避難体制を確保するため
の情報提供の推進などに取り組みます。 
 
（１）基盤施設等の緊急整備 

 
【主な事業】 
 
①  緊急河川改修事業（県土整備部） 
【基本事業名：11201 洪水防止対策の推進】 
（第８款 土木費 第３項 河川海岸費 ２河川改良費）など   
当初予算額：（23）９５４,７００千円 →  

（24）８６０,７００千円 
事業概要：治水上支障となっている区間において、洪水被害の 

防止、軽減を図るため、水門等の改修や河川堆積土砂の撤去
を進めます。 

 
②   災害時要援護者関連施設対策事業（県土整備部） 
【基本事業名：11202 土砂災害対策の推進】 
（第８款 土木費 第３項 河川海岸費 ３砂防費）   
当初予算額：（23）３１９,８９４千円 →  

（24）２１０,９８０千円 
事業概要：土砂災害危険箇所内に立地する災害時要援護者関連 

施設（病院、老人ホームなど）を保全するために、砂防施
設（砂防堰堤、擁壁等）の整備を進めます。 

 
③  水防情報提供事業（県土整備部） 
【基本事業名：11201 洪水防止対策の推進】 
【基本事業名：11203 海岸保全対策の推進】 
（第８款 土木費 第３項 河川海岸費 １河川総務費）など 
当初予算額：（23）１１３,０６０千円 →  

（24）１８３,５００千円 

 
実践取組５ 

 



事業概要：異常気象時や災害発生時に現地状況を適切に把握する
とともに、市町による避難情報発出の参考となる情報提供を
行うため、水位計、潮位計の設置等を進めます。 

 
④  河川施設緊急地震・津波対策事業（県土整備部）など 
【基本事業名：11201 洪水防止対策の推進】 
（第８款 土木費 第３項 河川海岸費 ２河川改良費）  
当初予算額：（23）４６８,１５０千円 →  

（24）９３２,８１５千円 
事業概要：河口部の河川堤防における脆弱箇所について、緊急に補

強を行うとともに、河口部に設置されている大型水門・排水機
場について、耐震対策を進めます。また、避難時間の確保や操
作者の安全を確保するため、水門の遠隔操作化を進めます。 

 
⑤   海岸保全施設緊急地震・津波対策事業（県土整備部） 
【基本事業名：11203 海岸保全対策の推進】 
（第８款 土木費 第３項 河川海岸費 ４海岸保全費）など 
当初予算額：（23）１,１５７,４８０千円 →  

（24）１,８７２,０５０千円 
事業概要：海岸堤防における脆弱箇所について、緊急に補強を 

行うとともに、耐震対策（堤防基礎地盤の液状化対策）を進め
ます。また、避難時間の確保や操作者の安全を確保するため、
陸閘（防潮扉）の動力化を進めます。 
 

⑥  急傾斜施設等緊急地震・津波対策事業（県土整備部） 
【基本事業名：11202 土砂災害対策の推進】 
（第８款 土木費 第３項 河川海岸費 ３砂防費）   
当初予算額：（23）８９,６２５円 →  

（24）２３８,２８０千円 
事業概要：津波浸水被害想定区域内の土砂災害危険箇所におい 

て、避難地・避難路を保全するため、擁壁工等の急傾斜施設の
整備を進めます。 

 
⑦ （新）沿岸地域避難路等緊急整備治山事業（農林水産部） 

【基本事業名：11204 治山対策の推進】 
（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 ７治山費）   
当初予算額：（23） － 千円 → （24）２７３，０００千円 

事業概要：東海・東南海・南海地震により、津波の被害が想定
される地域において施工した避難路等について、緊急総点
検の結果や地域防災計画の見直しに伴う改修等を実施し、
津波発生時における避難路の安全な通行を確保します。 

 
⑧  海岸保全施設整備事業（農林水産部） 
【基本事業名：11203 海岸保全対策の推進】 
（第６款 農林水産業費 第３項 農地費 ３農地防災事業費）   
当初予算額：(23)１９，１１６千円  →   

(24)４２，６６０千円 
事業概要：海岸堤防の大半は、築後約 50 年が経過しており、

部材の経年変化による施設の機能低下が進行しています。
大規模地震発生による破損や津波による破堤被害の拡大
が懸念されることから、海岸保全施設の機能強化(耐震対
策)や堤防補強対策を実施し、背後住民の安心・安全を確
保します。（２箇所実施予定） 

  
⑨  県営漁港海岸保全事業（農林水産部） 
【基本事業名：11203 海岸保全対策の推進】 
（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 ６水産基盤整備費）   
当初予算額：（23)４４９，０５０千円→  

（24）２８５，２７５千円 
事業概要：海岸堤防の大半は、築後約 50年が経過しており、部 

材の経年変化による施設の機能低下が進行しています。大 
規模地震発生による破損や津波による破堤被害の拡大が懸 
念されることから、海岸保全施設の機能強化(耐震対策)や堤 
防補強対策を実施し、背後住民の安心・安全を確保します。     

 

    ⑩   県営緊急津波対策海岸保全事業（農林水産部） 
【基本事業名：11203 海岸保全対策の推進】 
（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 ６水産基盤整備費）   
当初予算額：（23）２５，２００千円→ 

（24）３７８，０００千円 
事業概要：大規模地震発生時の津波による浸水時間を遅らせ、

地域住民の避難時間を確保できるよう、防潮扉・水門の動
力化等を実施し、被害の軽減に努めるとともに、背後住民 



の安心・安全を確保します。 
 

 ⑪  市町営漁港海岸防災・減災対策プログラム事業（農林水産部） 
【基本事業名：11203 海岸保全対策の推進】 
（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 ６水産基盤整備費） 
当初予算額：(23) － 千円 → (24)４９，０００千円 
事業概要：海岸堤防の大半は、築後約 50年が経過しており、部材の

経年変化による施設の機能低下が進行しています。大規模地震
発生による破損や津波による破堤被害の拡大が懸念されること
から、海岸保全施設の機能強化(耐震対策)や堤防補強対策を実
施し、背後住民の安心・安全の確保を行う市町に対し支援しま
す。 

 
⑫  市町営漁港海岸保全事業（農林水産部） 
【基本事業名：11203 海岸保全対策の推進】 
（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 ６水産基盤整備費）   
当初予算額：（23）１３３，８３６千円  →  

（24）８７，８６２千円 
事業概要：海岸堤防の大半は、築後約 50年が経過しており、部材の

経年変化による施設の機能低下が進行しています。大規模地震
発生による破損や津波による破堤被害の拡大が懸念されること
から、海岸保全施設の機能強化(耐震対策)や堤防補強対策を実
施し、背後住民の安心・安全の確保を行う市町に対し支援しま
す。  

   
⑬   ふるさと農道緊急整備事業（緊急避難路）（農林水産部） 
【基本事業名：25401 安全・安心な農山漁村づくり】 
（第６款 農林水産業費 第３項 農地費 ８農村振興費） 
当初予算額：（23）５６５，６００千円  →  

（24）３２９，２６０千円 
事業概要：農村地帯において緊急に対応しなければならない課 

題に応え、農村地帯の振興と生活環境の改善に資するとともに、
特に災害時の緊急避難路としての役割を担う農道の整備を行い
ます。   

 
 

⑭   県営地域水産物供給基盤整備事業（農林水産部） 
【基本事業名：31403 自然と共生する生産性の高い水産業・漁村の

構築】 
（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 ６水産基盤整備費）  
当初予算額：（23） － 千円 → （24）１５７，５００千円  
事業概要：漁港、漁村地域は、大規模地震発生時の津波、大型台風

の高潮による被害が危惧されています。このため、防波堤の整
備を実施し、津波進行の減勢及び高潮対策により、漁港、背後
地域の被害軽減を図ります。 

 
⑮   市町営農山漁村地域整備事業（水産基盤整備）（農林水産部） 
【基本事業名：31403 自然と共生する生産性の高い水産業・漁村の

構築】  
（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 ６水産基盤整備費）   
当初予算額：（23） － 千円 →  （24）８７，５００千円 
事業概要：漁港、漁村地域は、大規模地震発生時の津波、大型台風

の高潮による被害が危惧されています。このため、防波堤の整
備を実施し、津波進行の減勢及び高潮対策により、漁港、背後
地域の被害軽減を図る市町に対して補助を行います。 
 

   
 


